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17 年度 設定なし

36,641
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8,135
0
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0

0
0

0
17,168

0
0
0
0

16,270
0

8,135
2.004.00

8,135
0

32,540
0
0
0
0

36,784

4.00
7,999
0

31,996
0
0
0
0

35,895

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
3,899
31,996

0

4,244
32,540
36,784 17,168

16,270
898 4,101

32,540
36,641

総会等で、報酬等を窓口支払から口座支払へ変更する依頼を行っている。

迅速かつ的確な審査及び手続きを行い、債権者に対して公金を適正に支払う

事業の目的

指定金融機関等により収納された公金を会計・科目別に仕分けし、財務会計シ

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

会計課

地方自治法・伊予市財務会計規則
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

向井 英文
所管課情報 担当課： 519

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 市税等の公金納入者と支出の相手先（納税者・債権者）

藤本 直紀

評価対象外事業
出納事務事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

1800
25600
41400

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
支出命令証憑総件数
口座振替証憑件数
窓口払証憑件数
別途払証憑件数

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

41468
25627
1810
14031

　件
　件
　件

　件

42222
26223
1870
14129

17232
10058
789
638514000

19,5003,9003,9003,9003,9003,900
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
口座払＋別途払件数／支出命令証憑総件数

0095.6%95.6%

団体の規模が大きくなると、窓口支払と口座支払が混在した場合には、担当課の事務処理が複雑になる
ため、検討が必要になる。

自己評価
3目的の妥当性

市民ニーズへの対応 3

成果指標

指標設定の
考え方

指定した支払日に確実に振り込まれる。窓口払を極力なくす方向で各課への移

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標26年度
095.7%95.6%95.4%

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

C

C

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

課題認識

　口座振替の推進を図ってまいりましたが、団体の意向、現金払いの利点もあり、窓口支払いを希望され
る件数は依然として減少しない状況である。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


